
森林減少への取り潮．み：  

改革への原動力としての森林認証  

一小規痍林家への普及促進に向けた課鼠－  

ベンツー・スケープシズ  

F洋地域で lくの天然林の減少や劣化が複合的な要周  
り急速に進んでおり、年態的のみならず社会的にもその機能が埠なわれる脅威  
にさらされている。国連食糧農業機関（FAO）の試算でほ、同地域の森林被覆面  
碍は、1990年代に年間100ヘクタール以上減少した。これら森林減少問題の  

多くは、無計画の衷ま放置されているのが現状である。熱帯材の主要輸入国で  
ある日本は、輸出周たおける健全寧森林管理に貢献する責務があるとの認識  
に立ち、「国辱による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入  
法）に基づく基本方針に定められた特定調達品巨及びその判断基準専の見直  
しの中で、木材の合法性の証明を要件とするとともに、持続可能性への配慮を  
盛り込むことを検討している。同基本方針改定は閣議決定を経て、2008年4月  
より適用きれる予定であるが、これにより、政府機関による公共調達に際して、  
合法性が証明され、かつ、適切に管理された森林からの木材及び木材製昂の  
隋入が促進されることになる。   

森林認証は、木鱒鱒び木材翠晶の合法性や、持鱒可能な▲森林筐寧の翠  
証原則に従づで管理されたことを証明する確かな手段となる。↓かしながら、特  
に熱帯諸国からの認証材について、現状の供鱒tでは、日本をはじ鱒とする輸  

入国申今後見込まれる需賽に十分対応できない。熱帯諸国の森林管理の多く  
の担い手は小規模林家であり、彼ちが認証材の供給の錦を振っているのである。  
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本ポリシー・ブリーフでは、小  

規模林家の森林認証の取得拡大を  
目指す方策として、  

（1）認証費用の絶滅、  

く2）森林席を中心とした政府の積極   

的な関与、  
（3）段階的アプローチの導入、  

（4）認証を支援する園内サービス機   

関の設立、  

の4つを棲薬するっ   ♯出仕様に裁断された材木書き犠の認証  
（パプアニュー  

森林認証とは何か？  

世界的な森林の消失や賞の低下に対する懸念を背景監、渦80年代、熱帯  

材輸入の全面禁止を掲げるキャンペーンが、有力な国際NGOにより展開された。  

しかしながら、一律的な禁止は、健全な森林管理戦略を導入している熱帯諸国の  
林業会社や林業者にとっては不公平な措置であり、また、地域住民の生計をも脅  
かすものであることから、再検討の動きが出てきた。こうした状況の下、森林認証  
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は、持続可能な森林管理の一連の原則に則り、管理された森林から供給された  
木材を識別■証明するための手段として発展したのである。   

森林認証制度とは、「森林管理」に関わる3つの要素「碁郵満たすべき一  

連の基準）、鹿野（基準を満たしているかどうかの書査〉、戯定（認証を担当する機  

関の認定〉一とともに、木材の輸送や木材から木材製晶への製造工程において、  
不法な行為がないかどうかを検証する「追跡」、そしてまた、消費者が詫言正されて  
いる木材製晶かどうかを識別するための「ラベリング」を包括したものである。つま  
り、森林認証制鹿は、森林自体が適切に管理されていることに対する「森林管理  
富忍証」とともに、認証材・非認証材の区別を管理する「Co（〉（管理の鎖：Ohain of  

Custody）認証」の両者から構成される。  

図1森林認証制度の要素  
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森林認証は、広大な自然を対象とした独創的で魅力的な制度である。持続  
可能な開発という概念の下で、社会、経済、環境、生態系などさまざまな問題に  
配慮し、国の条例や森林規制の遵守に加え、地域住民の権利、森林資源の最適  
利用、伐採が及ぼす環境や生態系への影響、地域社会への貢献、労働条件など  
を考慮した森林管理の実行が義務付けられる。また、独立機関による放証や基  
準の作成に際して、多様な利益団体の参加が求められている。こうしたことから、森  
林管理向上のためのより借換性の高い手段の一つであるといえる。   

過去15年にわたり、世界、地域及び国を対象にした森林認証制度がいくつ  

も出現してきたぃ国際認証制度としては、森林管理協議会（FSC：Forest  
Stewardship（〕ount，il）と森林言忍証プログラム（PEF（〕：Pro訂ammeforEndorsement  

OfFor由t（）8止侮さtion）の2つがある。FSCは、熱帯林の破壊を懸念する森林専  

門家、環境専門家、NGO、伐採事業者が中心となり1993年に発足されたもので、  

包括的な認証基準を定め、FSCによって認定された独立した第三者機関によって  

森林管理者がこの基準を満たしているかどうかを審査する仕組みとなっている。  
一方、PEFCは、各国の認証制度を相互承認する仕組みとして1999年に設立さ  

れた。元々はフィンランド、ドイツ、フランス、ノルウェー、オーストリア、スウェーデ  
ンの森林所有者と既存の欧州各国の森林認証制鹿の支持者が推進してきた制  
度であるが、次第に国際レベルヘと拡大してきた。FSOとは異なり、PEF（＝ま森林  

管理者が従うぺき共通の基準を持っておらず、それぞれ独自に構築された認証  
基準に対して相互承認する方法をとっている。   

この2つの国際認証制度のうち、F＄Cのみがアジア太平洋地域における発  

展途上国の小規模林家への認証を交付している。このFSOの基準は、木材及び  

木材製晶が合法で持続可能であることを保証するものとして、最近発表された2  
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つの研究において高い評価を受けている。1一方、国内認証制度としては、インド  

ネシアエコラベリング協会（LEl：Lembaga Ekclabel［ndonesia）の制度がアジア太  

平洋地域で唯一、小規模な木材生産・加工業者のニーズに対応している。LEIの  

制度についての第三者による評価は現段階ではまだないが、IGESが今後の研  

究において実施する予定である。  

なぜ小規模林凛に森林認証が必要か   

森林認証は1990年代初めに導入されたばかりであるが、急速に普及し、現  

在、世界の1億7．600万ヘクタールの森林が様々な認証制鹿により認定されてい  

る2。森林認証に対する資金援助は増え、また、認証熱帯材の市債も堅調である。  

認証熱帯材の供給業者2社は、最近、需要が供給を上回っていると報告した。一  

方、業界用体からの支持も拡大している。2005年8月に／〈ンクーパーで開催され  

た初の国際森林製紙サミットでは、国際森林製紙協諷会のメンバーが森林認証  
について世界的に率先して取り組むよう呼びかけた。   

そもそも森林認証は、発展途上国の熱帯林の保全を目的として生まれたも  
のであるが、発展途上国よりも先進国の、また、熱帯林よりも温帯林の保全を促  
進しているのが現状である。森林認証を受けた地域全体に占める発展途上国の  
割合は8別こ過ぎヂ、また、熱帯及び亜熱帯広集林が占める割合はわずか3捌こ  

過ぎない4。  
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森林は広大であるほど目立つため、国あるいは大企業が、大きな区画で森  

林を所有・管理するのが当然であると認離されがちであるが、実際には、小規模  

区画による所有が多くの発展途上国のみならず、日本や米国をはじめとする先進  

国においても特徴的に見られる。このため、森林認証の普及を考える上で、小規  

模林家は重要なターゲットとなる。また、コミュニティを基盤とした森林管理が、国  

内森林政策の中心的な要素となっている国々も多く、地域コミュニティが設立する   
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小規模な林業事業会社も認証材を国際市場に供給する担い手として大きな可能  
性を持っている。しかしながら、地域コミュニティ所有の森林の認証率は現状では  
わずか1％にとどまっているき。   

持続可能な森林管理は、アジア太平洋地域の発展途上国における農村地域  
の人々の生活にとって不可欠である。現金収入の機会が非常に限られている  
人々にとって、持続“不可能”な頻度で森林伐採をせざるを得ない場合もあるだろ  
うし、たった一度の収入のために、森林伐採を企業に許可する誘惑にかられるか  
もしれない。しかしながら、このような短期的利益は、往々にして長期的な経済的  
保障を犠牲にするものである。こうしたことから、地方の小規模林家にとって、持  
続可能な収入源をもたらす森林認証は魅力的である。森林を維持し続ければ、木  
材製晶や非木材森林産物（NTFPs）の調達を続けられるのである。  
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方lるんカをい。〝  パプアニューギニアにおけるケーススタディより  

パプアニューギニアでは国土の97％が、地域コミュニティによる共同利用システムの下  

で地域住民によって所有されており、地域コミュ＝ティが小規模森林会社を設立一運営する  

ことができる，同国では、「エコ森林」の概念と融合した森林認証プログラムが外資lこよる大  

規模な産業伐採に代わる林業として取り組まれている。エコ森林とは、土地所有者（地域  

住民）が持続可能な管理計画に従い、所有林の伐採・加エをポータブル製材用ノコギリを  

使って行うプログラムである．地元及び国際的NGOは、森林保全や、地域住民が十分な  
現金収入を得るための有効な手段として、エコ森林を支援している。NGOは、このエコ森  

林の発展形として森林随証プログラムを導入することによって、森林管理基準がより明確  
になると同時に、地域住民の経済的メリットがより大きくなるだろうと見ている。  

IGESでは、パプアニューギニアにおける隠柾プログラムの効果、導入しやすさ、持続可  

能性について研究を行っているが、この研究から、地域住民が認証基準に基づく森林管理  
を行い、海外の賞し1辛が求める仕様に沿った木材生産を行う能力形成において、言忍証プロ  

グラムのサポート機関が貢献していることが明らかとなった。また、地域住民が自ら木材の  
伐採と加エを行うことにより、木材伐採会社から伐採使用料の支払を受け取る場合に比べ  
て、最終版売価樟に占めるマージン率を高く確保できることも確認された。   

隈証プログラムに参加する現地の人々は，国際市場の価格が安定し、森林を将来の世  

代に無傷のまま残せるので満足していると述べている。これに対し、伐採権に基づき森林  
伐採が行われている土地の所有者は、かなり輪い立場に立たされている。現金収入とイン  
フラ整備で得られるものは、短命に終わりがちであり、地域社会が突然の現金流入に対応  
できず、社会的崩壊を招く恐れもある。その上、自分たちの生活を向上できる唯一の源泉  
である木材の多くを失ってしまう可能性があるのである。  
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小規模林家による森林認証敬得を促準するための手頃   

アジア太平洋地域における森林認証を巡る間堰は、需要のみならず供給の  

面からも考える必要がある。認証材の供給業者と供給1を増やすには、援助機  

関、政府、業界及びNGOが新しいアプローチを取り入れる必要がある。ここに、  

小規模林家による認証取得の拡大を目指した4つの方策一語証費用の縮減、森  

林局を中心とした政府による稚極的な関与、段階的アプローチの導入、国内支援  
サービス機関の設立－を提案する。  
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発展途上国での認証の普及が遅い理由はいくつか考えられるが、その最た  
る理由が、認証を取得し維持するためにかかる高い真用である。とりわけ、小規  
模林家は伐採規模が小さく絶対的な収益が少ないため、ヘクタール当たりの認証  
にかかる費用が上昇すれば不利益を被る。言忍証制度では、通常、事前査定、評  
価を経て、一旦認定されれば、年一回の監査が行われることになる。さらに、その  
ための要件を達成し維持するための費用も発生する。国際的なFSC認証制度で  

は、監査を行う専門家が認定機関より派遣されるが、通常米国や西欧諸国から  
派遣されることになる。小規換林家が詑証を受け続けるためには、この招碑費用  
を負担するため、高額の資金援助が不可欠になってくる。このような条件下では、  
今後も小規模な木材生産・加工業者に認証を広く普及させるのは難しい。   

一方、認証機関も、小規模林家にかかる認証費用の縮減の必要性に気づい  
ている。例えばFSCは、費用縮減を意図した団体認証モデルを導入した。このモ  

デルは、複数の小規模林家を取りまとめる仲介機関に対して、FSCが認証するシ  

ステムで、同機関が各林家の基準達成を保証する兼任を担うものである。FSCに  

よるこの団体認証モデルは、発展途上国の小規模林家に最も人気の高い認証モ  
デルであるが、それでも費用はまだ非常に高い。そこでFSCは、監査、モニタリン  

グ、手順を合理化した小面欄卜小規模管理森林〈SLIMF）制度を導入し、さらなる  

費用引き下げを目指している。   

とは言うものの、認証機関が地域外に位置する限り、監査－モニタノングにか  

かる高嶺の費用は依然として発生する。FSOはアジア太平洋地域における小規  

模林家への認証普及を拡大するために、この地域、そして可能であれば、各国  
に認証機関を設置することも検討すべきであろう。そうすることによって、海外から  
監査専門家を呼ぶための高額な招碑費用を支払う必婁性がなくなる。止Ⅰが開発  
した、地域社会に根ざした森林管理のための認証制度はよい手本となるだろう。  
LEIによる認定を受けたインドネシア企業は、認定や定期的な監査費用を最小限  

に抑えることができ七いる。   

遷御毎⊥蜘糊鵬   
森林認証は、そもそも熱帯諸国の政府が森林の消失や劣化率の歯止めに  
失敗した対応策として開発されたものである。認証の初期推進者は、政府が失敗  
した森林資源の保全を、市塙をうまく利用することで成功に導lナるだろうと考えた  

のである。   

こうした背景から、アジア太平洋地域の発展途上国において、地元及び国際  
的NGOが中心となり、業界と連携を取りながら認証制鹿を推進してきた。しかし  

ながら、認証誕生から10年以上を緯てなお、同地域に占める認証林地は依然と  

御感勝村計弼凱酌臼師  
勝〝名た必仁仇一す好の  
斉．金膠劇が不■す．好一ヒ倉岳。  

このよ貴女東岸下耽今炭  
塵〃l虜房合本材．生産■劇ヱ  

芽者仁戯許家広働させる  
の楓い．〝  

1謬一好の屠宮家皮膚以ガの  

鍾腐妙サ箇ペきて鴻岳といタ  
鰍ついて1再考声名ペき  

辟／ごき丁いあ斉．金の劇β、  

彦好摩℡のサボ■－′戌‘′  

居ノ野ガノ甲の皮少芽とめ仁  
おいてし〟β0の磨力仁ぼ  

原罪があ泉∵  

して非常に限られる。こうし  
たことから、認証の運営を  
政府以外の機関がするべき  
であるという前提について、  
再考するべき時にきている  
といえる。資金の創出、技  
術面でのサポート及び民脚  
部門の取りまとめにおいて、  
NGOの能力には限界があ  
る。また、発展途上国の市  
場では羅証材の価値が浸  
透していないことも認証の  

ポータブル製材用ノコギリで像耽材を製造  
－パプアニューギニア  
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足かせとなっている。持続可能な森林管理の手段として認証を成功させるには、  
アジア太平洋地域の政府が強力な支援の役割を担うことが求められている。   

各国政府は、現在試行錯誤を続ける認証モデルに対するさらなる改善のた  
めの財政的支援を行うことができる。特に、森林認証がすでに森林管理の有効な  
手段として認識されている国々において、政府は、森林認証制度を自国の森林管  
理政策に横棒的に取り込むべきである。例えば、森林局の傘下に認証部門を設  
置することによって、現状に即した適切な支援を行うことが可能となる。また、認証  
部門の地方出張所を各地に設置し、林業会社を対象とした、認証材の供給能力  
を高めるための技術■管理研修を行うことも可能である。一方、森林行政官も、森  
林認証についての研修を受ける必要がある。その際、既存の随証支援機関のノ  
ウハウは貴重であり、参考となるであろう。   

政府は、また、小規模林家を対象にした融資サービスを導入することもでき  
る。例えば、パプアニューギニアでは、農村開発銀行が、一般的に現金収入が非  
常に限られる住民には手の届かない、一台約2万ドルもする製材用ノコギリの購  

入資金を融資している。   

森林の私有が認められていない国々では、政府が森林管理を他に委ねるこ  
とに消極的であるが、それでも森林認証が成功する可能性はあるd現在、ラオス  

で試験導入されている森林管理モデルでは、政府森林居が村落森林協会と連携  
し、2県における認証の監督者としての役割を果たしている。政府機関が地域コミ  

ュニティと連携し監督者として直接関与するこの形が成功すれば、私有林が認め  
られていない他国でも同楓こ試すことができるだろう。  

触磨＃j訊訝紺変  
身厚の威＃醐  
劇忙偏り必むペき瑚石。■  

紗虐依森＃局の卑下仁  

厨」好j謬曹善一好摩サ省こよ仁  

よっこ蜘ゑ彦好な  

．雷窟善行タことがす彪と  

倉岳。 
〝  

段階的なアフローチを取り入れた認証制度は、生産者に対して伐採活動の  
段階的な改善を促すための手段として提案された。具体的には、認証基準と現状  
との相連の査定、森林管理向上のための段階的な制度の構築、第三者機関によ  
る成果進捗の実証、などのステップから構成される。   

これまで段階的アプローチは、大型伐採許可保有業者や植林事業を対象に  
導入されてきたが、メラネシア地域で開発された段階的アプローチは、小規模林  
家向けに応用することが可能である。同アプローチは、ソロモン諸島開発信託と  
グリーンピース・ニュージーランドが主導する、グリーンピースの森林管理基準と  
ニュージーランド熱帯材輸入団体の基準の両者を採り入れたエコラベル表示制度  
に取り入れられている。このエコラベル表示制度は、メラネシア地域の林業者にと  
って、FSC級証の費用や要求レベルがあ事りにも高すぎるとの認識から生まれた  

もので、現在、ソロモン諸島と／くプアニューギニアの両国で導入されている。   

パプアニューギニアでは、同制度は、地元NGOと国民■コミュニティ開発基金  

”こ如才働アカーヂ  

仇．大棚可疫斉者声  

や磨■＃富者彦ガ貞一ヒー訂ス  

さカ丁きたカ（メラネシア  

地膚ぞノ好摩された皮膚劇  

肋－ヂ仇小虜粛＃尿  

廊／九亡広一眉す届ことがす彪  

で磨名。 
〝  

（FPCD）によって運営されている。  

まず第1ステップでは、現地の  

人々が造園のために森林を開拓  

し、伐採木材や倒壊木を加エす  

る。FPCDは、これらの加工木材  

の輸送・販売面で木材生産者を  

支援している。第2ステップでは、  

FPCDが森林管理、製材用ノコギ  

リの作業、小規模事業管理などを  

テーマにした研修を生産者に対し  

て実施する。また、森林の調査と  

木材の在庫管理を行い、森林管   

認証材で建築されたモデルハウス  
ーパプアニューギニア  
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現計画を立案する。土地所有者は同計画に基づき伐採活動を行い、木材にエコ  
ラベルを貼った上でニュージーランドなどに輸出する。第3ステップでは、森林の  

認定を行う。これにより管理基準がより明確になるとともに、新規市場や有望な市  
場の開拓が可能となる。   

こうした段階的アプローチの一環として、グリーンピースによるエコラベル表  
示を発展させ、小規模林家を対象にした事前認証基準を策定することも考えられ  
る○当故木材生産者が森林管理能力の向上に努めており、近い将来に最終認証  
を達成しようと努力している状況を買い手に示す“暫定エコラベル”の導入も有効  
であろう。   

「厨眉1抒アプローチの一膚と  

Lてこ〃l虜炭＃尿参府慶一亡  

んた櫛準家農冒す省  

こと古着屋られ名。 
”  

煉斬桓車叫I   

政府森林局を通じた認証普及に加え、独立した機関による認証に関する支  
援サービス機能の構築も、有効な手段として考えられる凋在、パプアニューギニ  
アで試験的に導入されている画期的なモデルは、他国でも汎用可能である。   

非営利社団法人エコ・フォレストリq・フォーラム（Eco－Forestry Forum）は、  
2001年にパプアニューギニアにおける国内森林認証支援の必要性に関する調査  

を実施し、その結果、小規模林家と材木卸業者が森林認証の支援に対して高い  
ニーズを持っていることが明らかになった。そこで、地域コミュニティの森林認証取  
得と認証材販売を支援する非営利会社として、FORCERT社（Forest  
ManagementandProductionCertificationServiceLtd）が設立された。  

函a FORCERT団体認証モデル  

1軌殊森＃局泉断た厨甜  
皮仁勿雇、劇丘Lた瘡一野仁よ  

る訝証仁膠する支拶サーど大  

慶磨の柵夜船手段とL  
T者雇与力あ 

”  

出所：FOROE訂Bu与加18Pl8n2084－2008（2004）を元に筆者が作成  

FOR（）ERT社では、アジア太平洋地域における他の小規模林家向け認証モ  
デルと同様にFSCの団体認証を導入しているが、その適用方法において他の認  
証モデルと大きな速いが見られる。FORCERT社は、最終的には認証を全国的に  
普及させ、現状では不可能な、海外の買い手からの大t受注を可能にすることを  
目指している。そのために、認証材を供給する能力の形成を目的とした生産者に  
対する研修を実施している。吉た、認証材はマーケテイング機能を持つ認定材木  
卸業者に運ばれ、輸入の大t注文に応じられる十分な1が保管される。馳走材  
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木卸業者が木材の輸送・販売の土任を担うことで、冨忍証に関連するビジネスの側  
面がNGOから民間セクターへと移行される。   

FORCERTは、期間（5年間〉を設定し、資金の自己調達を目指している点で  

評価される。具体的には会員に年会費を課すとともに、輸出材に課金することで  
収入を得る。FORCERTの認証モデルは、小規模林家への認証普及を推進する  

ための画期的な優れた事例である。国際市場に認証材を供給する可能性のある  
小規模林家を抱える他の発展途上国の政府、環助機関、業界及びNGOは、  
FORCERTのような全国規模の支援サービスを提供する機関の設置を検討する  

ことができるであろう。  

‘アロ斤βg斤「の厨一野手デル  

J皆、〃l虜炭層屠への厨一紆  
家慶轟燈遭す思料妨の画期  
劇な慶め虔卿笥ああ 

”  

結論  

主要な木材輸入国の産業界、NGO及び政府が推進提唱役となり、森林認証  

推進支援の動きはますます進んでいる。熱帯林とそこで生計を立てる人々のため  
に綿密に立案された認証制度のメリットは、徐々に認知されつつある。しかしなが  
ら、アジア太平洋地域の発展途上国の森林管理の改善を大きく促すためには、前  
提の再考と新しいアプローチの導入が、今まさに求められている。すでに述べて  
きたように、言忍証費用の縮減、政府による積極朗な関与、段階的アプローチの導  
入、国内支援サービス機関の設立の4つが、小規痍林家による認証取得の可能  

性を広げる有効な手段となりうる。  〟アジア太平岸地相屠  

鹿上層め耕炒訝芽多  
大ーぎく′好すため仁仇廓穿の  

屠者とガいIアプローチの  

謬スが今ぎきに求めらカ丁  

いあ 
〝  

小規模林家への森林乳証普及促進を高める手段  

将来  
●持続可能な森林管理  
●地域虚業・社会の活   
性化  

現状  
●高い森林減少率  
●地域産業・社会にもた   

らす利益は小さい  

＝＝＝・ト  

一聴野柳澤業寄港；  
■▲  

傾膵顎鄭赤村堰眉め  
朝亭廃村野馳弾こ皇雰  
・助陸踊帝政等：塵農  

軸啓基飴魁適輌  
鎧業態磨性樹亘携啓  
バラン員■■h鳥■暮  

一－ト  

ー◆  

財団法人地球環境戦略研究機関  
〒24Ml15 神奈川県三浦都葉山町  
上山口210む11  
電話：椰3700  
ファックス：046・855竜709  

t子メール：仙．0riD  
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